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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

  １．商   号      むさし証券株式会社 

 

  ２．登録年月日（登録番号） 

     平成19年９月30日（関東財務局長（金商）第105号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年    月 沿                   革 

昭和22年08月 

昭和23年09月     

昭和24年04月     

昭和38年09月     

昭和43年04月 

昭和43年04月 

昭和53年04月 

昭和57年08月 

昭和57年09月 

昭和58年12月 

昭和59年10月 

昭和60年06月 

昭和60年12月 

昭和61年04月 

昭和61年10月 

昭和62年04月 

昭和62年11月 

昭和63年05月 

昭和63年11月 

平成02年10月 

平成08年06月 

平成10年12月 

平成13年02月 

平成13年04月 
 

平成16年03月 

平成16年07月 

平成16年12月 

東京都中央区日本橋兜町において「千代田証券株式会社」を設立(資本金1百万円) 

証券取引法に基づく証券会社として登録 

東京証券取引所再開 正会員となる 

資本金５億円に増資 

証券取引法の改正により免許取得 

公社債の払込の受入れ及び元利金支払の代理業務の承認を受ける 

千代田証券不動産株式会社を合併 

証券投資信託受益証券の収益金、償還金及び一部解約金支払の代理業務の承認を受ける 

累積投資業務の承認を受ける 

資本金9億12百万円に増資 

資本金10億円に増資 

譲渡性預金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理業務の承認を受ける 

資本金19億80百万円に増資 

円建銀行引受手形の売買及び売買の媒介等の業務の承認を受ける 

外為法上の指定証券会社の指定を受ける 

大阪証券取引所 正会員となる 

ｺﾏーｼｬﾙ･ﾍ゚ ﾊー゚ のー売買及び売買の媒介等の業務の承認を受ける 

資本金30億37百万円に増資、総合証券となる 

株式事務の取次ぎ業務の承認を受ける 

金地金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理ならびに保管業務の承認を受ける 

保護預り有価証券を担保として金銭を貸し付ける業務の承認を受ける 

証券取引法改正（平成10年12月施行）により、登録証券会社となる 

本社を東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号に移転 

山文証券株式会社と合併し、商号をあさひリテール証券株式会社に変更 
資本金30億37百万円から、47億27百万円に増資 

商号をそしあす証券株式会社に変更 

保険募集に係る業務の届出をする 

ジャスダック証券取引所 取引参加者となる 
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年    月 沿                   革 

平成17年02月 

平成17年07月 

平成19年05月 

平成19年09月 
 

平成21年06月 

平成21年07月 

平成21年07月 

平成22年03月 

平成22年05月 
 

平成23年08月 

平成26年10月 

平成27年 3月 

平成27年 4月 

平成27年 7月 

平成28年 ９月 

顧客紹介業務の承認を受ける 

インターネット取引開始（名称 トレジャーネット） 

名古屋証券取引所 総合取引参加者となる 

証券取引法の改組により金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録(第一種 
金融商品取引業） 

金融商品取引業者の登録事項に第二種金融商品取引業を追加登録 

一般社団法人 金融先物取引業協会に加入 

大阪証券取引所 取引所外国為替証拠金取引資格及び清算資格取得 

本社を埼玉県さいたま市大宮区桜木町四丁目333番地13に移転 

武蔵証券株式会社と合併し、商号をむさし証券株式会社に変更 
資本金47億27百万円から、50億円に増資 

のぞみ証券株式会社と合併 

大阪取引所 取引所外国為替証拠金取引市場の休止に伴い、当該取引資格を喪失 

一般社団法人 金融先物取引業協会を退会 

一般社団法人 第二種金融商品取引業協会に加入 

三栄証券株式会社と合併 

信託業法に基づく信託契約代理店として登録 
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(2) 経営の組織                    （ 平成30年6月30日 現在） 

  

○事 務 企 画 課   
○事    務    課 
○シ ス テ ム 課   
○証券決済管理課 

内部統制推進室
 

経営会議 

社 長 

株主総会 

取締役会 

○営業企画課 
○営業情報課 
○商品企画課 
○保  険  課 
○信託契約代理 
店業営業課 

 

営業企画部 
監査役会 

売 買 審 査 室 

営 業 考 査 室 

お客様相談室 

監 査 部 

管
 
 
理
 

 本
 

 
部

 

第 2ブロック 

志 木 支 店 

川 越 支 店 

坂 戸 支 店 

東 松 山 支 店 

久 米 川 支 店 

コンプライアンス部 コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
本
部 

越 谷 支 店 

加 須 支 店 

深 谷 支 店 

本 庄 支 店 

熊 谷 支 店 

新 宿 支 店 

横 浜 支 店 

大 阪 支 店 

東京営業第一部 

東京営業第二部 

証 券 営 業 室 

市 川 支 店 企業情報室 

業務統括部 

人 事 部 

総 務 部 

ＩＴ企画室 

経営企画部 

トレーディング室 

引 受 部  

財 務 部 

浦 和 支 店 

本 店 営 業 部 

上 尾 支 店 

第 1ブロック 

コーポレートビジネス部 

春 日 部 支 店 

北 本 支 店 

法人ソリューション部 

インターネット事業

第 3ブロック 東 京 営 業 部 

営
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
本
 
 
 
 
 
部

 

青 梅 プ ラ ザ 

飯 能 支 店 

グローバル金融商品部 

監査役会 
事務局 

○引 受 審 査 課 

営業サポート部 

ｲﾝｸﾙーｼ゙ｮﾝ推進室
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４．株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等 

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合  

                                      (平成30年３月31日現在) 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

１．富士倉庫運輸(株) 

株 

720,697 

 

7.21 

２. 大栄不動産(株) 697,885 6.98 

３．日新製糖(株) 680,540 6.80 

４．日本電子計算(株) 666,750 6.67 

５．東海東京ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ・ﾎーﾙﾃ゙ｨﾝｸ゙ｽ(株) 638,200 6.38 

６．サイボ―(株) 542,100 5.42 

７．リテラ・クレア証券(株) 462,000 4.62 

８．(株)しまむら 450,600 4.50 

９．蛇の目ミシン工業(株) 420,000 4.20 

10. 東海運(株) 379,147 3.79 

その他（ 164名） 4,338,965 43.43 

計   174 名 9,996,884 100.00 

(注)1 議決権割合は小数点第３位以下を切り捨てております。 

  2 議決権の割合については、自己株式（794,535株）を控除して算出しております。 

 

 ５．役員の氏名又は名称 

 （平成30年６月30日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 小 髙 富士夫 有 常 勤 

取締役副社長 野 村   眞 無 常 勤 

取締役専務執行役員 朝 倉 仁 人 無 常 勤 

取締役常務執行役員 三 澤 孝 彦 無 常 勤 

取締役常務執行役員 瀬戸本 一 雄 無 常 勤 

取締役執行役員 安 藤  敦 無 常 勤 

取締役執行役員 吉 原   保 無 常 勤 

監 査 役 東 條 正 和 無 常 勤 

監 査 役 星 野 修 一 無 非常勤 

監 査 役 田 口 慶 二 無 非常勤 

計 10 名    

（注） 星野修一及び田口慶二の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
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 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長そ

の他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代

行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

松 本 和 彦 
監査部長 

内部管理統括補助責任者 

富 田 昭 雄 
コンプライアンス部長 

内部管理統括補助責任者 

 

  (2) 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第28条第６項に規定する投資助

言業務をいう。）又は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助

言又は運用（その指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（法第２条

第８項第11号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者

を含む。）の氏名 
 

該当事項はありません。 

 

  (3) 投資助言・代理業（法第28条第３項に規定する投資助言・代理業をいう。）に関し、法

第 29条の２第１項第６号の営業所又は事務所の業務を統括する者（部長、次長、課長そ

の他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代

行し得る地位にある者を含む。）の氏名 
 

該当事項はありません。 
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７．業務の種別 
 金融商品取引業 

①第一種金融商品取引業 

(金融商品取引法第28条第１項に掲げる行為に係る業務) 

・ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

・ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又

は代理 

・ 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引並びに外国金融商

品取引市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ

又は代理 

・ 有価証券の清算取次ぎ 

・ 有価証券の売出し又は特定投資家向け売付け勧誘等 

・ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募若しくは特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱い 

(金融商品取引法第28条第１項第３号に掲げる行為に係る業務) 

・ 有価証券の元引受けであって、損失の危険の管理の必要性の高いものとして内閣府令で定

めるもの 

・ 有価証券の元引受けであって、上記①に掲げるもの以外のもの 

・ 有価証券の引受け(有価証券の元引受け以外のもの) 

(有価証券管理業務(金融商品取引法第28条第５項に掲げる行為に係る業務)) 

・ 上記に掲げる行為に係る業務に関して、顧客から金銭又は有価証券の預託を受けること 

・ 社債等の振替を行うために口座の開設を受けて社債等の振替を行うこと 

(金融商品取引業に付随する業務(金融商品取引法第35条第１項に掲げる行為に係る業務)) 

・ 有価証券の貸借業務 

・ 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

・ 保護預り有価証券担保貸付業務 

・ 有価証券に関する顧客の代理業務 

・ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

・ 有価証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の

支払いに係る代理業務 

・ 累積投資契約の締結業務 

・ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

・ 公社債の払込金の受入れ又は元利金支払いの代理業務 

・ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

・ 他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

・ 通貨その他デリバティブ取引の関連資産の売買、その媒介、取次ぎ及び代理に係る業務 

・ 譲渡性預金その他金銭債権の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

 

②第二種金融商品取引業 
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８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地      

(平成30年６月30日現在) 

名   称 所  在  地 

本 店    
〒330－0854     
埼玉県さいたま市大宮区桜木町４―３３３―１３ 

本店営業部 
〒330－0854     
埼玉県さいたま市大宮区桜木町４―２５２ 

浦 和 支 店 
〒330－0063 
埼玉県さいたま市浦和区高砂２―１―１ 

上 尾 支 店 
〒362－0036 
埼玉県上尾市宮本町２－１ 

北 本 支 店 
〒364－0031 
埼玉県北本市中央２－８５ 

春日部支店 
〒344－0067 
埼玉県春日部市中央１―５１―１  

越 谷 支 店 
〒343－0816 
埼玉県越谷市弥生町１―４ 

加 須 支 店 
〒347-0055   
埼玉県加須市中央２－６－９ 

熊 谷 支 店 
〒360－0037 
埼玉県熊谷市筑波２－４８－１  

深 谷 支 店 
〒366－0054 
埼玉県深谷市緑ｹ丘２５―２８ 

本 庄 支 店 
〒367－0052 
埼玉県本庄市銀座２―５―１７ 

志 木 支 店 
〒353－0004 
埼玉県志木市本町５―１８―１７  

川 越 支 店 
〒350－1123 
埼玉県川越市脇田本町１―３ 

坂 戸 支 店 
〒350－0225 
埼玉県坂戸市日の出町１４―８ 

東松山支店 
〒355－0028 
埼玉県東松山市箭弓町１―１―５ 

飯 能 支 店 
〒357－0025 
埼玉県飯能市八幡町８―２４ 

青梅プラザ 
〒198－0082 
東京都青梅市仲町２９５ 

久米川支店 
〒189－0013 
東京都東村山市栄町２―３―２ 

東 京 本 部 
〒103－0022 
東京都中央区日本橋室町１―２―６ 

新 宿 支 店 
〒160－0022 
東京都新宿区新宿３―２―１ 

横 浜 支 店 
〒231－0014 
神奈川県横浜市中区常盤町４―５４  

市 川 支 店 
〒272－0055     
千葉県市川市市川１－２４－１１ 

大 阪 支 店 
〒541－0041 
大阪府大阪市中央区北浜２―１―５ 
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 ９．他に行っている事業の種類 

(金融商品取引法第35条第２項) 

・ 金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理並びに保管に係る業務 

・ 保険業法第２条第26項に規定する保険の募集に係る業務 

・ 自ら所有する不動産の賃貸に係る業務 

・ 信託業法第２条第８項に規定する信託契約代理業 

・ 業務に係る顧客に対し他の事業者の斡旋又は紹介を行う業務 

 

10.苦情処理及び紛争解決の体制 

・ 第一種金融商品取引業 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

（ＦＩＮＭＡＣ）を利用 

・ 第二種金融商品取引業 一般社団法人 第二種金融商品取引業協会（ＦＩＮＭＡＣに業

務委託）を利用 

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

一般社団法人 第二種金融商品取引業協会 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

        

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

  （株）東京証券取引所 

(株) 大阪取引所 

(株) 名古屋証券取引所 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当事業年度における国内株式市場は、期初以降、為替市場の変動を背景にもみ合いとなりまし

たが、トランプ政権の政策実現性に対する懸念が高まったことや、シリア・北朝鮮情勢等の地政

学リスクへの警戒感が高まったことから徐々に下落する展開となりました。  

４月下旬に入り、欧州政治に対する不透明感が弱まったことや、トランプ大統領が発表予定の税制

改革案に対する期待、さらに北朝鮮情勢への懸念がやや後退したことなどを受けて、株価は上昇基調に

転じました。その後、８月には、北朝鮮が核弾頭の小型化に成功したとの報道から同国の情勢に対する

リスクが強く意識されたことなどを背景に株価は下落しましたが、９月中旬に米朝軍事衝突を回避でき

るとの見方が広がったことや、衆議院の解散総選挙をめぐる思惑などもあり株価は上昇しました。  

11月中旬以降は、米税制改革への思惑などから上下しつつ、おおむね上昇基調で推移しました。

２月に入ると、米国において金利上昇などを受けて株価が急落したことや、為替市場における円

高から国内株式市場は大幅に下落しました。さらに、３月にはトランプ大統領の通商政策を巡る

発言をきっかけに貿易摩擦で世界経済が減速するとの警戒感から下落し、結局、日経平均株価の

終値は21,454.30円となりました。  

このような環境下、当事業年度の業績は、営業収益は 55億 28百万円（前年同期比 124.4％）、

純営業収益は52億76百万円（同124.4％）となりました。また、販売費・一般管理費は51億40

百万円（同 105.5％）となり、その結果、営業利益は１億 35百万円（前年同期は６億 29百万円

のマイナス）、経常利益は３億15百万円（前年同期は４億33百万円のマイナス）となりました。  

主な内訳は以下のとおりであります。 

① 受入手数料 
 当事業年度の受入手数料の合計は、38億76百万円(前年同期比129.7％)となりました。 

 
(委託手数料） 
 委託手数料は 30億 56百万円（同 132.0％）となりました。これは、株式委託売買金額が 1

兆 1,159億円（同 142.1％）と増加したことにより、株式の委託手数料が 30億０百万円（同

133.9％）となったことによるものです。 
(引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料） 
 日本郵政株式会社株式第二次売出しへの引受参入が手数料の増加に寄与し、引受け・売出し・

特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は48百万円（同300.3％）となりました。このうち、株

式に係る引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は86.1％、債券に係る引受け・

売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は13.8％となりました。 

(募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料) 
  投資信託を中心に取組み、セミナー開催等により取引基盤の拡大、販売促進に注力した結果、
募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は２億31百万円（同 151.0％）とな

りました。 
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(その他の受入手数料） 
 主に投資信託の信託報酬及び保険代理店手数料により、その他の受入手数料は５億40百万円

（同107.1％）となりました。 

② 金融収支 
 金融収益は７億35百万円(前年同期比130.4％)、金融費用は２億52百万円（同125.1％）とな

り、その結果、金融収支は４億83百万円（同133.4％）となりました。 
③ トレーディング損益 

 トレーディング損益は９億 16百万円(前年同期比 102.8％)となりました。このうち、2.1％が

株券等のトレーディング損益、97.8％は債券等他のトレーディング損益となっております。 

④ 販売費・一般管理費 
販売費・一般管理費は、減価償却費の減少等がありましたが、業績連動給及び賞与引当金の増

加等による人件費の増加等により51億40百万円（前年同期比105.5％）となりました。 

⑤ 営業外損益 
 営業外収益は、主に受取配当金１億65百万円により１億82百万円（前年同期比89.1％）とな

りました。一方、営業外費用は、２百万円（同30.4％）となり、その結果、営業外損益は1億79

百万円の利益計上(同91.5％)となりました。 

⑥ 特別損益 
 特別利益は、投資有価証券売却益 94百万円等により、96百万円（前年同期比 72.9％）となり

ました。一方、特別損失は減損損失14百万円、支店移転費用３百万円等により22百万円（同36.9％）

となりました。その結果、特別損益は74百万円（同103.5％）の利益計上となりました。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

                                     （単位：百万円） 

 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期 

資本金 ５，０００ ５，０００ ５，０００ 

発行済株式総数(千株) １２，１９１ １２，１９１ １０，７９１ 

営業収益 ５，５９８ ４，４４１ ５，５２８ 

（受入手数料） ３，７６２ ２，９８７ ３，８７６ 

 （（委託手数料）） ２，７８４ ２，３１３ ３，０５６ 

 （（引受け・売出し・特定
投資家向け売付け勧誘等
の手数料）） 

３９ １６ ４８ 

（（募集・売出し・特定投
資家向け売付け勧誘等の
取扱い手数料）） 

３４７ １５２ ２３１ 

 （（その他の受入手数料）） ５９０ ５０４ ５４０ 

（トレーディング損益） １，１０２ ８９０ ９１６ 

 （（株券等）） １６０ １０９ １９ 

 （（債券等）） ９３２ ７５６ ８５９ 

 （（その他）） １０ ２５ ３７ 

純営業収益 ５，３３５ ４，２４０ ５，２７６ 

経常利益又は経常損失(△) ３９７ △４３３ ３１５ 

当期純利益又は当期純損失(△) ３，８１７ △３９６ ３１６ 
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(2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の推移 

                                   （単位：百万円）                            

区   分 委   託 自   己 計 

平

成 

28 

年 

３ 

月 

期 

 

 

 株    券 
（     3,073 ） 

1,103,881 

（   ―   ） 

323,290 

（     3,073 ） 

1,427,171 

 

債 

 

券 

 

国債証券 ―     ― ― 

地方債証券 ―      16        16 

特殊債券 ― ― ― 

社 債 券 
（    ―   ） 

― 

（     42,162 ） 

   42,805 

（    42,162 ） 

    42,805 

計 
（    ―   ） 

― 

（     42,162 ） 

   42,821 

（    42,162 ） 

    42,821 

 受 益 証 券 
（    ―   ） 

   93,001 

（    ―   ） 

        2 

（    ―   ） 

    93,004 

 うち上場証券投資信託 
（    ―   ） 

  93,001 

（    ―   ） 

        2 

（    ―   ） 

    93,004 

 

そ 

の 

他 

 

新株予約権証券 
（    ―   ） 

      0 

（    ―   ） 

         ― 

（    ―   ） 

        0 

コマーシャル・ペーパー 
（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

そ の 他 
（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

計 
（    ―   ） 

      0 

（    ―   ） 

         ― 

（    ―   ） 

        0 

平

成 

29 

年 

３ 

月 

期 

 

 

 株    券 
（     6,219 ） 

  815,460 

（       10 ） 

   492,091 

（       6,229 ） 

 1,307,552 

 

債 

 

券 

 

国債証券 ―     ― ― 

地方債証券 ―         20         20 

特殊債券 ― ― ― 

 社 債 券 
（    ―   ） 

― 

（     22,139 ） 

    22,323 

（    22,139 ） 

    22,323 

計 
（    ―   ） 

― 

（     22,139 ） 

    22,343 

（    22,139 ） 

    22,343 

 受 益 証 券 
（    ―   ） 

   57,897 

（    ―   ） 

     5,671 

（    ―   ） 

    63,569 

 うち上場証券投資信託 
（    ―   ） 

   57,897 

（    ―   ） 

     5,671 

（    ―   ） 

    63,569 

 

そ 

の 

他 

 

新株予約権証券 
（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

コマーシャル・ペーパー 
（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

そ の 他 
（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

計 
（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 

（    ―   ） 

― 
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区   分 委   託 自   己 計 

平

成 

30 

年 

３ 

月 

期 

 

 

 

 

株    券 
（    8,525 ） 

1,159,398 

（       13  ） 

   100,386 

（     8,538 ） 

1,259,785 

 

債 

 

券 

 

国債証券 ―     ― ― 

地方債証券 ―         9         9 

特殊債券 ― ― ― 

社 債 券 
（    ―   ） 

― 

（      25,045 ） 

     27,273 

（    25,045 ） 

    27,273 

計 
（    ―   ） 

― 

（      25,045 ） 

     27,283 

（    25,045 ） 

    27,283 

 受 益 証 券 
（    ―   ） 

   70,067 

（     ―   ） 

        466 

（    ―   ） 

    70,534 

 うち上場証券投資信託 
（    ―   ） 

  70,067 

（     ―   ） 

         24 

（    ―   ） 

    70,092 

 

そ 

の 

他 

 

新株予約権証券 
（    ―   ） 

― 

（     ―   ） 

 ― 

（    ―   ） 

― 

コマーシャル・ペーパー 
（    ―   ） 

― 

（     ―   ） 

 ― 

（    ―   ） 

― 

そ の 他 
（    ―   ） 

― 

（     ―   ） 

 ― 

（    ―   ） 

― 

計 
（    ―   ） 

― 

（     ―   ） 

 ― 

（    ―   ） 

― 

 

② 有価証券に関連する市場デリバティブ取引の状況            

                                 （単位：百万円） 

区  分 取引の種類 委   託 自   己 計 

平

成

28

年 

３ 

月 

期 

株券に係る取引 

先 物 取 引 35,192 271,205 306,398 

オプション取引 446,813 1,234,881 1,681,694 

そ の 他 ― ― ― 

債券に係る取引 

先 物 取 引 ― ― ― 

オプション取引 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

そ の 他 

先 物 取 引 ― ― ― 

オプション取引 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 
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区  分 取引の種類 委   託 自   己 計 

平

成

29

年 

３ 

月 

期 

株券に係る取引 

先 物 取 引 16,698 429,506 446,205 

オプション取引 214,164 487,075 701,239 

そ の 他 ― ― ― 

債券に係る取引 

先 物 取 引 ― ― ― 

オプション取引 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

そ の 他 

先 物 取 引 ― ― ― 

オプション取引 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

平

成

30

年 

３ 

月 

期 

株券に係る取引 

先 物 取 引 36,632 32,586 69,219 

オプション取引 286,644 213,805 500,450 

そ の 他 ― ― ― 

債券に係る取引 

先 物 取 引 ― ― ― 

オプション取引 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

そ の 他 

先 物 取 引 ― ― ― 

オプション取引 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

 

③ 店頭デリバティブ取引等の状況                    

該当事項はありません 

 

④ 有価証券に関連する外国市場デリバティブ取引の状況 

該当事項はありません 

 

⑤ 有価証券に関連しない市場デリバティブ取引の状況          

該当事項はありません 
 

⑥ 有価証券に関連しない外国市場デリバティブ取引の状況       

該当事項はありません 
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   ⑦ 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 
 

                                （単位：百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

平 

成 

28 

年 

３ 

月 

期 

株券 1,614 1,456 ― 3 ― 155 ― 

国債証券 ―  ― 39  ― ― 

地方債証券 200  ― 200  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 1,140 ― ― 1,040 ― 1,860 ― 

受益証券    74,093 ― ― ― 

その他 32,600 ― ― ― ― 32,600 ― 

合 計 35,554 1,456 ― 75,375 ― 34,615 ― 

平 

成 

29 

年 

３ 

月 

期 

株券 536 525 ― ― ― 180 ― 

国債証券 ―  ― 392  ― ― 

地方債証券 ―  ― ―  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 540 ― ― 540 10,536 1,400 ― 

受益証券    54,227 ― ― ― 

その他 20,300 ― ― ― ― 21,891 ― 

合 計 21,376 525 ― 55,159 10,536 23,471 ― 

平 

成 

30 

年 

３ 

月 

期 

株券 2,961 2,838 ― 802 ― ― ― 

国債証券 ―  ― 98  ― ― 

地方債証券 ―  ― ―  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 1,740 ― ― 1,740 10,890 ― ― 

受益証券    66,035 ― ― ― 

その他 8,300 ― ― ― ― 8,300 ― 

合 計 13,001 2,838 ― 68,677 10,890 8,300 ― 
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⑧ 有価証券の貸借等の状況  
                                (単位：千株、百万円) 

  平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期 

株券 

貸借  ―  70,553  724,526 

貸借の媒介  ―  ―  ― 

貸借の代理  ―  ―  ― 

債券 

貸借  ―  ―  ― 

貸借の媒介  ―  ―  ― 

貸借の代理  ―  ―  ― 

その他 

貸借  ―  ―  ― 

貸借の媒介  ―  ―  ― 

貸借の代理  ―  ―  ― 
 

  (3) その他業務の状況 
                                      （単位：百万円） 

  平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期 

金  地  金 の 売  買  業  務  ―  ―  ― 

保   険   募   集   業   務 95 89 121 

不 動 産 賃 貸 業 務 ― ― ― 

信 託 契 約 代 理 業 ― ― ― 

顧   客   紹   介   業   務 11 0  8 
 

  (4) 自己資本規制比率の状況  
                                    （単位：％、百万円） 

 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
６６２．０ ６２６.７ ５９９．８ 

固定化されていない 

自己資本（Ａ） 
１８，４２０ １７，１２０ １６，９２７ 

リスク相当額（Ｂ） ２,７８２ ２,７３１ ２,８２２ 

 

市場リスク相当額 ６５９ ６８２ ６９２ 

取引先リスク相当額 ７１１ ７９４ ９０７ 

基礎的リスク相当額 １,４１０ １,２５４ １,２２２ 
     

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 
                                         （単位：名） 

 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期 

使用人 ３７７ ３６６ ３５６ 

（うち外務員） ３４１ ３２８ ３１６ 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 
 （１）貸借対照表  
                                    （単位：百万円） 

 前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 
(資産の部) 

流動資産 
 
 

  

 現金・預金  6,771  6,634 

預託金  22,350  22,660 

 トレーディング商品  114  91 

   商品有価証券等 ※4 114 ※4 90 

   デリバティブ取引  ―  1 

 約定見返勘定 ※5 36 ※5 25 

 信用取引資産  35,335  43,082 

   信用取引貸付金  34,421  42,189 

   信用取引借証券担保金  914  893 

 立替金  6  3 

 募集等払込金  123  347 

短期差入保証金 ※1 100 ※1 50 

前払金  27  86 

前払費用  67  64 

未収入金  210  15 

未収収益  472  480 

 貸倒引当金  △6  △5 

    流動資産計  65,608  73,536 

固定資産     

 有形固定資産 ※2 487 ※2 377 

 無形固定資産  88  102 

 投資その他の資産  6,422  6,519 

  投資有価証券 ※1 6,062 ※1 6,157 

  出資金  5  5 

  長期貸付金  10  14 

  長期差入保証金  286  282 

  その他の投資等  85  87 

  貸倒引当金  △27  △28 

  固定資産計  6,999  6,998 

    資産合計  72,607  80,535 
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                                     （単位：百万円） 
 前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 
(負債の部)     

流動負債     

 トレーディング商品  ―  ― 

 約定見返勘定 ※5 ― ※5 ― 

 信用取引負債  21,920  27,303 

  信用取引借入金 ※1 20,164 ※1 25,726 

  信用取引貸証券受入金  1,756  1,576 

 有価証券担保借入金  893  2,895 

  有価証券貸借取引受入金 ※1 893 ※1 2,895 

 預り金  16,222  16,591 

 受入保証金  6,929  7,371 

 短期借入金 ※1 4,083 ※1 3,303 

 前受収益  1  0 

 未払金  57  178 

 未払費用  123  134 

 未払法人税等  2  145 

賞与引当金 

役員賞与引当金 

 

 

108 

― 

 

 

306 

59 

リース債務  21  14 

偶発損失引当金  1  1 

その他  0  0 

 流動負債計  50,366  58,305 

固定負債     

  リース債務  26  12 

 繰延税金負債  688  734 

 退職給付引当金  1,258  1,321 

長期未払金    44  44 

 資産除去債務  88  89 

 その他の固定負債  9  9 

固定負債計  2,116  2,211 

特別法上の準備金     

 金融商品取引責任準備金  95  93 

  特別法上の準備金計 ※3 95 ※3 93 

  負債合計  52,578  60,610 

（純資産の部）     

株主資本  18,494  18,195 

 資本金  5,000  5,000 

 資本剰余金  4,362  2,896 

 利益剰余金  10,956  11,168 

 自己株式  △1,825  △869 

評価・換算差額等  1,489  1,688 

 その他有価証券評価差額金  1,489  1,688 

新株予約権  46  40 

  純資産合計  20,029  19,925 

負債・純資産合計  72,607  80,535 
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（２）損益計算書                          
 （単位：百万円） 

 前事業年度 

(自 平成28年４月 １日 

  至 平成29年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成29年４月 １日 

至 平成30年３月31日) 

営業収益     

 受入手数料  2,987  3,876 

 トレーディング損益 ※1 890 ※1 916 

 金融収益  563  735 

営業収益計  4,441  5,528 

金融費用  201  252 

純営業収益  4,240  5,276 

販売費・一般管理費     

 取引関係費 ※2 754 ※2 766 

 人件費 ※3 2,784 ※3 3,074 

 不動産関係費 ※4 461 ※4 439 

 事務費 ※5 543 ※5 565 

 減価償却費  173  142 

 租税公課  70  81 

 貸倒引当金繰入額  ―  0 

 その他販売費・一般管理費  82  69 

販売費・一般管理費計  4,870  5,140 

営業利益又は営業損失(△)  △629  135 

営業外収益 ※6 204 ※6 182 

営業外費用 ※7 8 ※7 2 

経常利益又は経常損失(△)  △433  315 

特別利益 
投資有価証券売却益 
固定資産売却益 
金融商品取引責任準備金戻入 

受取和解金 

その他 
特 別 利 益 計 

 

 

※8 

 

 

 

 

 
75 
0 
10 
45 
1 

132 

 

 

※8 

 

 

 

 

 
94 
0 
2 
― 
― 
96 

特別損失 
投資有価証券評価損 
固定資産売却損 
固定資産除却損 
支店移転費用 
減損損失 
その他 

特 別 損 失 計 

 

 

※9 

※10 

 

※11 

 

 

 
― 
0 
1 
14 
40 
3 
60 

 

 

 

※10 

 

※11 

 

 

 
3 
― 
1 
3 
14 
― 
22 

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

 △362  389 

法人税、住民税及び事業税  30  134 

法人税等調整額  4  △60 

当期純利益又は当期純損失(△)  △396  316 
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（３）株主資本等変動計算書 

 
 

 

       （単位：百万円） 

自 平成28年４月 １日 

至 平成29年３月31日 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高  5,000 1,250 3,110 4,360 

当事業年度中の変動額     

剰余金の配当     

当期純損失(△)     

自己株式の取得     

自己株式の処分   2 2 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額 
    

当事業年度中の変動額合計 ― ― 2 2 

当期末残高  5,000 1,250 3,112 4,362 

       

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高  832 10,749 11,581 △ 624 20,318 

当事業年度中の変動額           

剰余金の配当  △228 △228  △228 

当期純損失(△)  △396 △396  △396 

自己株式の取得    △1,207 △1,207 

自己株式の処分    5 7 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額） 
     

当事業年度中の変動額合計 ― △624     △624 △1,201    △1,824 

当期末残高  832 10,124 10,956 △ 1,825 18,494 

        

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他                 

有価証券             

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算    

差額等合計 

当期首残高  997 ― ― 997 53 21,370 

当事業年度中の変動額        

剰余金の配当         △228 

当期純損失(△)      △396 

自己株式の取得      △1,207 

自己株式の処分       7 
株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額） 491   491 △7 483 

当事業年度中の変動額合計 491 ― ― 491 △7 △1,340 

当期末残高  1,489 ― ― 1,489 46 20,029 
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       （単位：百万円） 

自 平成29年４月 １日 

至 平成30年３月31日 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高  5,000 1,250 3,112 4,362 

当事業年度中の変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分   △1,466 △1,466 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額 
    

当事業年度中の変動額合計 ― ― △1,466 △1,466 

当期末残高  5,000 1,250 1,646 2,896 

       

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高  832 10,124 10,956 △1,825 18,494 

当事業年度中の変動額           

剰余金の配当  △104 △104  △104 

当期純利益  316 316  316 

自己株式の取得    △515 △515 

自己株式の処分    1,471 5 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額） 
     

当事業年度中の変動額合計 ― 211     211 955    △298 

当期末残高  832 10,336 11,168 △869 18,195 

        

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他                 

有価証券             

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算    

差額等合計 

当期首残高  1,489 ― ― 1,489 46 20,029 

当事業年度中の変動額        

剰余金の配当         △104 

当期純利益      316 

自己株式の取得      △515 

自己株式の処分       5 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額） 199   199 △5 193 

当事業年度中の変動額合計 199 ― ― 199 △5 △104 

当期末残高  1,688 ― ― 1,688 40 19,925 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 
※１ 担保に供している資産の状況は、次のとおりであります。 

前事業年度(平成29年３月31日) 

被担保債務 担保に供している資産 

種類 期末残高(百万円) 
投資有価証券(百万円) 

差入保証金（百万円） 
質権 

短期借入金 50 755 ― 

 証券金融会社借入金 50 755 ― 

信用取引借入金 20,164 ― 50 

計 20,214 755 50 

(注) １ 担保に供している資産は期末時価によるものであります。 

２ 貸借対照表に計上されている上記資産のほか、自己融資の本担保証券1,922百万円及び受入保証金

代用有価証券6,276百万円を上記債務の担保に供しております。 

  なお、信用取引借入金の本担保証券は20,029百万円及び信用取引貸証券1,846百万円であります。 

  また、消費貸借契約により貸し付けた有価証券は850百万円であります。 

３ 先物取引等の証拠金として、投資有価証券284百万円を差入れております。 

４ 外国株式取引等の保証金として、現金50百万円を差入れております。 

５ 信用取引貸付金の本担保証券34,538百万円、信用取引借証券903百万円、受入証拠金代用有価証券

409百万円及び受入保証金代用有価証券37,861百万円の差入を受けております。 

  消費貸借契約により貸し付けた有価証券の担保として、有価証券担保借入金893百万円の差入を受

けております。 

当事業年度(平成30年３月31日) 

被担保債務 担保に供している資産 

種類 期末残高(百万円) 
投資有価証券(百万円) 

差入保証金（百万円） 
質権 

短期借入金 50 114 ― 

 証券金融会社借入金 50 114 ― 

信用取引借入金 25,726 ― ― 

計 25,776 114 ― 

(注) １ 担保に供している資産は期末時価によるものであります。 

２ 貸借対照表に計上されている上記資産のほか、自己融資の本担保証券515百万円及び受入保証金代

用有価証券8,605百万円を上記債務の担保に供しております。 

  なお、信用取引借入金の本担保証券は25,973百万円及び信用取引貸証券1,615百万円であります。 

  また、消費貸借契約により貸し付けた有価証券は3,189百万円であります。 

３ 先物取引等の証拠金として、投資有価証券500百万円を差入れております。 

４ 外国株式取引等の保証金として、現金50百万円を差入れております。 

５ 信用取引貸付金の本担保証券41,821百万円、信用取引借証券897百万円、受入証拠金代用有価証券

355百万円及び受入保証金代用有価証券46,522百万円の差入を受けております。 

  消費貸借契約により貸し付けた有価証券の担保として、有価証券担保借入金2,895百万円の差入を

受けております。 
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前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

※２ 有形固定資産より控除した減価償却累計額 

建物 525百万円 

器具備品 417百万円 

リース資産 81百万円 

計 1,024百万円 

  

※２ 有形固定資産より控除した減価償却累計額 

建物 548百万円 

器具備品 473百万円 

リース資産 100百万円 

計 1,122百万円 

  

※３ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

次のとおりであります。 

     金融商品取引責任準備金 金融商品取引法第46条の５ 

※３ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

次のとおりであります。 

     金融商品取引責任準備金 金融商品取引法第46条の５ 

  

※４ 商品有価証券等(流動資産)の内訳は次のとおりで

あります。 

国債 5百万円

地方債 45百万円

社債 58百万円

外国債 4百万円

計 114百万円

 
 

※４ 商品有価証券等(流動資産)の内訳は次のとおりで

あります。 

国債 2百万円

地方債 50百万円

社債 38百万円

計 90百万円
 

※５ 約定見返勘定は純額で表示しております。なお、

上記相殺前の約定見返勘定(借方)の総額は924百

万円、約定見返勘定（貸方）の総額は、888百万円

であります。 

 

※５ 約定見返勘定は純額で表示しております。なお、

上記相殺前の約定見返勘定(借方)の総額は303百

万円、約定見返勘定（貸方）の総額は、278百万円

であります。 
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(損益計算書関係) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日) 

※１(1) トレーディング損益の内訳 

 百万円

 株券等 109 

 債券等 756 

 その他 25 

 計 890 
 

※１(1) トレーディング損益の内訳 

 百万円

 株券等 19 

 債券等 859 

 その他 37 

 計 916 
 

  (2) 時価法による評価損益はトレーディング損益に

含めております。 

内訳 百万円

 株券等 △14 

 債券等 0 

 計 △14 
 

  (2) 時価法による評価損益はトレーディング損益に

含めております。 

内訳 百万円

 債券等 △0 

 その他 1 

 計 0 
 

  (3) トレーディング損益には市場デリバティブ取引

等の売買損益を含んでおります。 

  (3) トレーディング損益には市場デリバティブ取引

等の売買損益を含んでおります。 

※２ 取引関係費の内訳 

 百万円

支払手数料 139 

取引所・協会費 84 

通信・運送費 358 

旅費・交通費 18 

広告宣伝費 123 

交際費 28 

 計 754 

※３ 人件費の内訳 

 百万円

役員報酬 142 

従業員給料 1,965 

歩合外務員報酬 31 

その他の人件費 22 

退職給付費用 128 

福利厚生費 386 

賞与引当金繰入額 108 

 計 2,784 

 

 

※４ 不動産関係費の内訳 

 百万円

不動産賃借料等 329 

器具・備品費 131 

 計 461 

※５ 事務費の内訳 

 百万円

事務委託費 513 

事務用品費 30 

 計 543 
 

※２ 取引関係費の内訳 

 百万円

支払手数料 152 

取引所・協会費 82 

通信・運送費 347 

旅費・交通費 17 

広告宣伝費 139 

交際費 28 

 計 766 

※３ 人件費の内訳 

 百万円

役員報酬 134 

従業員給料 1,982 

歩合外務員報酬 41 

その他の人件費 23 

退職給付費用 124 

福利厚生費 403 

役員賞与引当金繰入額 59 

賞与引当金繰入額 304 

 計 3,074 

 

※４ 不動産関係費の内訳 

 百万円

不動産賃借料等 319 

器具・備品費 120 

 計 439 

※５ 事務費の内訳 

 百万円

事務委託費 539 

事務用品費 25 

 計 565 
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当事業年度 

(自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日) 

※６  営業外収益の内訳 
 百万円
受取配当金 179 
その他 24 

 計 204 
 

※６  営業外収益の内訳 
 百万円
受取配当金 165 
その他 16 

 計 182 
 

 

※７ 営業外費用の内訳 
 百万円
売買手違差金 6 
その他 1 

 計 8 
 

 

※７ 営業外費用の内訳 
 百万円
売買手違差金 0 
その他 1 

 計 2 
 

 

※８ 固定資産売却益の内訳 

 

※８ 固定資産売却益の内訳 
 百万円
車輛 0 
 計 0 

 

 百万円
車輛 0 
 計 0 

 

※９ 固定資産売却損の内訳 ※９ 固定資産売却損の内訳 
 百万円
ゴルフ会員権 0 
 計 0 

 

※10 固定資産除却損の内訳 
 
 
 
 
 
 

  
※11 減損損失 
  当事業年度において、当社は以下の資産グループに 
 ついて収益性の低下により減損損失を計上しました。 
 当社のグルーピングは、管理会計上で区分した部及び 
 支店をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし 
 て捉え、その単位を基礎にグルーピングを行っており 
 ます。 
 
 

 
           
 
 
 
 
 
 

なお、建物附属設備及び構築物については、回収可能額は使用 
価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基 

づく使用価値が見込めないため、回収可能価額を零として算定 

しております。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 百万円 
建物 
器具備品 
ソフトウェア 

0 
0 
0 

 計 1 

用 途 場 所 種  類 減損損失 

青梅ﾌ゚ﾗｻ゙・ 

飯能支店 

東京都青梅市・ 

埼玉県飯能市 

建物附属設備 

構築物 

９

３

百万円 

百万円 

加須支店 埼玉県加須市 
建物附属設備 

構築物 

23

３

百万円 

百万円 

市川支店 千葉県市川市 建物附属設備 ０百万円 

 

  
  
  

 

※10 固定資産除却損の内訳 
 
 
 
 
 
 
  

※11 減損損失 
当事業年度において、当社は以下の資産グループに 

 ついて収益性の低下により減損損失を計上しました。 
 当社のグルーピングは、管理会計上で区分した部及び 
 支店をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし 
 て捉え、その単位を基礎にグルーピングを行っており 
 ます。 
また、遊休資産については、個別の単位で行っ 
ております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、建物附属設備及び構築物については、回収可能額は使用 

価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基 

づく使用価値が見込めないため、回収可能価額を零として算定 

しております。 

また、遊休資産の回収可能額については、路線価及び 

固定資産税評価額等に基づく正味売却価額によっております。 

 

 百万円
建物 
器具備品 
ソフトウェア 
長期前払費用 

0 
0 
0 
0 

 計 1 

用 途 場 所 種  類 減損損失 

横浜支店 神奈川県横浜市 建物附属設備  ２百万円 

越谷支店 埼玉県越谷市 
建物附属設備 

構築物 

０百万円 

０百万円 

上尾支店 埼玉県上尾市 建物附属設備 10百万円 

遊休資産 ― 電話加入権 ０百万円 

遊休資産 

(売却予定資産) 

千葉県木更津市 

栃木県那須郡 

栃木県那須郡 

 

土地 

 

０百万円 

１百万円 

０百万円 
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 (株主資本等変動計算書関係) 
 
前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日) 
 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 12,191,419 ― ― 12,191,419 

 
 ２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 782,392 999,198 6,900 1,774,690 
 

（注）変動更事由の概要 

自己株式増加の内訳 
 単元未満株の買取          98株 

 平成28年６月27日定時株主総会決議による 

 自己株式の取得        999,100株 

自己株式減少の内訳 

 新株予約権の権利行使による減少       6,900株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

内  訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 
当事業年度末残高

(百万円) 当事業 
年度期首 

増加 減少 
当事業 
年度末 

平成26年ストック・ 
オプションとしての 
新株予約権 

― ― ― ― ― 27 

平成27年ストック・ 
オプションとしての 
新株予約権 

― ― ― ― ― 18 

合   計 ― ― ― ― 46 
(注)平成 26年及び平成 27年新株予約権の増加は、発行によるものであります。 
 

  ４ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成28年５月30日 

取締役会 
普通株式 228 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月28日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成29年５月29日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 104 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 
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当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日) 
 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 12,191,419 ― 1,400,000 10,791,419 

（注）変動事由の概要 

普通株式減少の内訳 
自己株式の消却による減少                 1,400,000株 

 
 ２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 1,774,690 424,945 1,405,100 794,535 
 

（注）変動事由の概要 

自己株式増加の内訳 
 平成29年６月27日定時株主総会決議による 

 自己株式の取得        424,100株 

単元未満株の買取         845株 

自己株式減少の内訳 

自己株式の消却                           1,400,000株 

新株予約権の権利行使 による減少          5,100株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

内  訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 
当事業年度末残高

(百万円) 当事業 
年度期首 

増加 減少 
当事業 
年度末 

平成26年ストック・ 
オプションとしての 
新株予約権 

― ― ― ― ― 23 

平成27年ストック・ 
オプションとしての 
新株予約権 

― ― ― ― ― 16 

合   計 ― ― ― ― 40 
(注)平成 26年及び平成 27年新株予約権の増加は、発行によるものであります。 
 

  ４ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成29年５月29日 

取締役会 
普通株式 104 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成30年５月30日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 149 15.00 平成30年３月31日 平成30年６月28日 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額   

 

（平成29年３月31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額（百万円） 

株式会社りそな銀行 ２，０００ 

株式会社埼玉りそな銀行 １，２００ 

株式会社武蔵野銀行 １００ 

株式会社三井住友銀行 ４３３ 

埼玉縣信用金庫 １００ 

株式会社七十七銀行 １００ 

株式会社みずほ銀行 １００ 

日本証券金融株式会社 ５０ 

日本証券金融株式会社 信用取引借入金 ２０，０４９ 

中部証券金融株式会社 信用取引借入金 １１４ 

リース債務 ４７ 

 

（平成30年３月31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額（百万円） 

株式会社りそな銀行 １，５００ 

株式会社埼玉りそな銀行 １，０００ 

株式会社武蔵野銀行 １００ 

株式会社三井住友銀行 ３５３ 

埼玉縣信用金庫 １００ 

株式会社七十七銀行 １００ 

株式会社みずほ銀行 １００ 

日本証券金融株式会社 ５０ 

日本証券金融株式会社 信用取引借入金 ２５，７２６ 

リース債務 ２６ 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。） 

の取得価額、時価及び評価損益 

（1）時価評価のある有価証券 
                                 （単位：百万円） 

 
平成29年３月期 平成30年３月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産 ― ― ― ― ― ― 

 (1) 株券 ― ― ― ― ― ― 

 (2) 債券 ― ― ― ― ― ― 

 (3) その他 ― ― ― ― ― ― 

２．固定資産 ― ― ― ― ― ― 

 (1) 株券 ２，１５８ ４，１８９ ２，０３０ １，８６５ ４，２０２ ２，３３６ 

 (2) 債券 ― ― ― ― ― ― 

 (3) その他 ― ― ― ― ― ― 

合   計 ２，１５８ ４，１８９ ２，０３０ １，８６５ ４，２０２ ２，３３６ 

 

（2）時価評価されていない有価証券 
                                 （単位：百万円） 

 
平成29年３月期 平成30年３月期 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

１．固定資産   

 (1) 株券 ７２９ ７３５ 

 (2) 債券 ― ― 

 (3) その他 １，１４３ １，２１８ 

合   計 １，８７３ １，９５４ 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。） 

の契約価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

該当はありません。 

  (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

該当はありません。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、前事業年度(平成28年４月１日から平成29年３月31日)及び当事業年度（平成

29年４月１日から平成30年３月31日）の財務諸表について、会社法第436条第２項及び

金融商品取引法第193条の２第 1項の規定に基づき新日本有限責任監査法人(現 EY新日本

有限責任監査法人)による監査を受けており、当社の平成 29年３月 31日現在及び平成 30

年３月31日現在の財政状態及び経営成績を適正に表示している旨の監査報告書を受領して

おります。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

(1)当社の内部管理の組織及び業務分掌は、下記のとおりであります。 

コンプライアンス本部 
監査部、コンプライアンス部、売買審査室、営業考査室及びお客様相談室を統括し、
その業務の推進をはかる。 

監査部 
  ①業務に係わる法令等遵守に関する事項 
  ②監査業務に関する企画立案 
  ③監査の実施及び指導 

④主務官庁等の検査の立ち会い等に関する事項 
コンプライアンス部 
  ①法令等遵守の統括に関する事項 
  ②コンプライアンスに関する事項 
  ③コンプライアンスにおける社員の教育研修に関する事項 
  ④紛争・事故処理の統括に関する事項 
 売買審査室 
  ①公正な株価形成に関する事項 
  ②ファイナンス銘柄に関する事項 
  ③内部者取引に関する事項 
  ④前項に付随する事項 
  ⑤自己株式の市場買い付けに関する事項 
 営業考査室 
  ①営業部店のコンプライアンス 
  ②顧客取引の総合管理に関する事項 
  ③顧客の有価証券の売買、その他の取引、営業員の営業活動の把握及び取引の審査に

関する事項 
  ④役職員等の取引に関する事項 
  ⑤残高照合通知書等に関する事項 
  ⑥担保同意書の整理・保管・管理に関する事項 
  ⑦利益相反管理に関する事項 
   ⑧営業部店の事務担当者統括に関する事項 
   ⑨営業部店の事務運営、事務管理に関する事項 
 お客様相談室 
   顧客からの問い合わせ等への対応に関する事項 
 
内部統制推進室 
  ①内部統制推進に関する企画立案 
  ②本部業務運営態勢に関する検証・評価の実施 
  ③取締役会に対する報告及び被監査部門に対する改善勧告の実施 

 

(2)苦情処理及び紛争解決の体制 

・第一種金融商品取引業 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 
(ＦＩＮＭＡＣ)を利用  

・第二種金融商品取引業 一般社団法人 第二種金融商品取引業協会（ＦＩＮＭＡＣに業務委

託）を利用  

(3)お客様からのご相談及び苦情等への対応 

① 当社は、お客様からのご相談や苦情等については、営業部店及び本社のお客様相談室を窓

口として対応しております。 

② お受けした苦情等につきましては、営業部店とコンプライアンス部門との連携により、適

切にお客様に対応できるよう社内体制を整備しております。 
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 ２．分別管理等の状況 

  (1) 金融商品取引法第43条の２の規定に基づく分別管理の状況 
①顧客分別金信託の状況 
                               （単位：百万円） 

項   目 平成29年３月31日現在の金額 平成30年３月31日現在の金額 

直近差替計算基準日の 

顧客分別金必要額 
２２，２４１ ２２，５５６ 

期末日現在の 

顧客分別金信託額 
２２，３５０ ２２，６６０ 

期末日現在の 

顧客分別金必要額 
２１，３９５ ２１，６３４ 

(注) 当社は、火曜日を差換計算基準日とし、信託額洗替日は差替計算基準日の翌日から３営業日 
以内としております。 

   ② 有価証券の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
平成29年３月31日現在 平成30年３月31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数   1,066,496 千株 5,445  千株   955,618 千株   6,948  千株   

債券 額面金額 9,704百万円 41,277百万円   9,504百万円    45,073百万円   

受益証券 口数 97,756百万口  1,970百万口   94,090百万口    2,084百万口   

その他 額面金額 ― ― ― ― 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
平成29年３月31日現在 平成30年３月31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 51,132 千株 45,434 千株 

債券 額面金額         22百万円         18百万円 

受益証券 口数       2,511百万口       2,589百万口 

その他 額面金額 ― ― 
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 ハ 管理の状況 

  管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

自社金庫（日本） 単純管理 

株  券 633,574 千 株 

債  券 100 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

証券保管振替機構 

（日本） 
振替決済 

株  券 367,459 千 株 

債  券 7,341 百万円 

受益証券 96,680 百万口 

そ の 他 ― ― 

証券保管振替機構 

（日本）上場外国株 
混蔵管理 

株  券 143 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 0 百万口 

そ の 他 ― ― 

日本銀行（日本） 振替決済 

株  券 ― 千 株 

債  券 2,081 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

東海東京証券（日本） 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 1,588 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

大和証券（日本） 混蔵管理 

株  券 3 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

BNYメロン 

（USA・HK） 
混蔵管理 

株  券 6,819 千 株 

債  券 0 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 
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  管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

SMBC日興バンク 

（ルクセンブルグ） 
混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 96 百万口 

そ の 他 ― ― 

ｸﾚﾃ゙ｨ･ｱｸ゙ﾘｺﾙ証券 

（日本） 
混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 5,057 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

ブラウンブラザーズ・ハリマン 

（ルクセンブルグ） 
混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 3 百万口 

そ の 他 ― ― 

バークレイズ証券（日本） 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 8,345 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

ドイツ証券（日本） 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 9,528 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

HSBC証券（日本） 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 2,292 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

BNPﾊ゚ﾘﾊ゙証券（日本） 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 4,989 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

ｽﾐﾄﾓ･ﾐﾂｲ･ﾄﾗｽﾄ(UK) 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 1,525 百万口 

そ の 他 ― ― 
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  管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

ＪＰモルガン証券（日本） 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 9,556 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

みずほ証券(日本) 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 0 百万口 

そ の 他 ― ― 

SMBC日興証券（日本） 混蔵管理 

株  券 2 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

ｿｼｴﾃｼ゙ｪﾈﾗﾙ証券 

(日本) 
混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 3,138 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

野村バンク 

（ルクセンブルグ） 
混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 458 百万口 

そ の 他 ― ― 

クレディ・スイス(日本) 混蔵管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 577 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

 

  当社は、顧客との取引に関して顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有

価証券（以下｢顧客有価証券｣という。）について、別に定める｢分別管理に関する規程｣第３

条の方法により固有有価証券等と明確に区分し、顧客有価証券について、どの顧客の有価証

券であるかが直ちに判別できる状態で確実にかつ整然と管理しております。 

(2) 金融商品取引法第43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

該当事項はありません。 

② 有価証券等の区分管理の状況 

該当事項はありません。 
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 (3) 金融商品取引法第43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

① 法第43条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

② 法第43条の３第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

＜参考時価情報＞ 

  株券の参考時価情報 

     イ．保護預り等有価証券 

平成29年３月31日現在 平成30年３月31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

  442,621百万円  2,875百万円   469,051百万円   4,961百万円 

      

ロ．受入保証金代用有価証券 

平成29年３月31日現在 平成30年３月31日現在 

金   額 金   額 

      29,886百万円        36,404百万円 

   

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

 該当事項はありません。 
 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等     

    該当事項はありません。



 

むさし証券株式会社 

（http://www.musashi.sec.co.jp） 

（平成 30 年 7 月 2 日時点の情報） 

  

 

 

 

金融商品取引業の登録状況：第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業 

登録番号：関東財務局長（金商）第 105 号 

加入協会：日本証券業協会、第二種金融商品取引業協会 

加入取引所：東京証券取引所、大阪取引所、名古屋証券取引所 

加入投資者保護基金：日本投資者保護基金 

指定紛争解決機関：特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター

（略称:FINMAC） 

設立：昭和 22 年 8 月 

資本金：50 億円 

株式の上場：非上場 

代表者：取締役社長 小髙 富士夫 （平成 20 年 6 月就任） 

役職員数：365 人 

（うち登録外務員数 322 人） 

 

 

【個人・一般事業法人向けの商品・サービス（主なもの）】 

 取扱商品 

取引形態 

株式 債券 
投資信託 ETF REIT 

先物・オプシ

ョン 
FX 取引 

国内株 外国株 国内債 外国債 

対面取引 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 

インターネット ○ △ × × ○ ○ ○ ○ × 

その他の業務の具体的内容：金地金の売買業務取引、保険募集業務  

○：取扱あり。×：取扱なし。△東証上場銘柄のみ取扱あり。詳細は、当社営業所までお問い合わせください。 

 

当社では、上記の商品・サービスのほか、有価証券の引受け業務などの各種商品やサービスの提供も行っております。当社の業務の詳細は、「業務及び財産の状況に関す

る説明書」（6・8 ページ）を御参照ください。 

 

 


